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告　　　　　示

○指定介護予防サービス事業の廃止………………（長寿介護課）３
○土砂災害警戒区域の指定………………………………（砂防課）３
○土砂災害特別警戒区域の指定…………………………（　〃　）３
　　　公　　　告
○大規模小売店舗の変更に関する届出に対する市
　町村の意見（３件）………………………………（商工政策課）４
○地図及び簿冊の認証（６件）……………………（農村計画課）４
○基本測量終了の通知……………………………………（管理課）５
○公共測量の実施の通知…………………………………（　〃　）５
○公共測量終了の通知（２件）…………………………（　〃　）５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　告　　　示
○指定居宅サービス事業者の指定…………………（長寿介護課）１
○指定居宅介護支援事業者の指定…………………（　　〃　　）１
○指定介護予防サービス事業者の指定……………（　　〃　　）２
○指定居宅サービス事業の廃止……………………（　　〃　　）２
○指定居宅介護支援事業の廃止……………………（　　〃　　）２
○指定介護療養型医療施設の指定の辞退…………（　　〃　　）２

介 護 保
険 事 業
所 番 号

指 定 居 宅 サ ー ビ ス
事 業 所

指 定 居 宅 サ ー ビ ス
事 業 者 指　定

年月日

サービスの
種 類

名　　　称 所　在　地 名　　　称 主たる事務
所の所在地

4570204117 訪問介護ステーシ
ョンカナリア

宮崎県都城市若葉
町47番地５

ＡｌｂａＪＡＰＡ
Ｎ株式会社

宮崎県都城市若葉
町47番地５

平成29年９月１日 訪問介護

4571701111 野の花 宮崎県北諸県郡三
股町樺山4407番地
１

株式会社すまいる
さぽぅと景

宮崎県北諸県郡三
股町樺山4394番地
３

平成29年９月１日 通所介護

4572001776 木城地域ふれあい
館

宮崎県児湯郡木城
町高城1427番地１

社会福祉法人木城
町社会福祉協議会

宮崎県児湯郡木城
町椎木2140番地の
１

平成29年９月15日 通所介護

介 護 保
険 事 業
所 番 号

指 定 居 宅 介 護 支 援
事 業 所

指 定 居 宅 介 護 支 援
事 業 者 指　定

年月日

サービスの
種 類

名　　　称 所　在　地 名　　　称 主たる事務
所の所在地

4570204109 居宅介護支援事業
所　そら

宮崎県都城市都北
町 920－39

株式会社ハピネス
ライフ

宮崎県都城市早鈴
町5019番地１

平成29年９月１日 居宅介護支援

宮崎県告示第 618号
　介護保険法（平成９年法律第 123号）第41条第１項本文の規定に	
より、次のとおり指定居宅サービス事業者の指定をした。
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 619号
　介護保険法（平成９年法律第 123号）第46条第１項の規定により
、次のとおり指定居宅介護支援事業者の指定をした。
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
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宮崎県告示第 620号
　介護保険法（平成９年法律第 123号）第53条第１項本文の規定に
より、次のとおり指定介護予防サービス事業者の指定をした。
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

介 護 保
険 事 業
所 番 号

指 定 介 護 予 防
サ ー ビ ス 事 業 所

指 定 介 護 予 防
サ ー ビ ス 事 業 者 指　定

年月日

サービスの
種 類

名　　　称 所　在　地 名　　　称 主たる事務
所の所在地

4570204117 訪問介護ステーシ
ョンカナリア

宮崎県都城市若葉
町47番地５

ＡｌｂａＪＡＰＡ
Ｎ株式会社

宮崎県都城市若葉
町47番地５

平成29年９月１日 介護予防訪問介
護

4572001776 木城地域ふれあい
館

宮崎県児湯郡木城
町高城1427番地１

社会福祉法人木城
町社会福祉協議会

宮崎県児湯郡木城
町椎木2140番地の
１

平成29年９月15日 介護予防通所介
護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 621号
　介護保険法（平成９年法律第 123号）第75条第２項の規定により
、指定居宅サービス事業の廃止について次のとおり届出があった。	
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

介 護 保
険 事 業
所 番 号

指 定 居 宅 サ ー ビ ス
事 業 所

指 定 居 宅 サ ー ビ ス
事 業 者 廃　止

年月日

サービスの
種 類

名　　　称 所　在　地 名　　　称 主たる事務
所の所在地

4511910541 八代医院 宮崎県東諸県郡国
富町八代南俣2054
番地

医療法人社団慶人
会

宮崎県東諸県郡国
富町八代南俣2054
番地

平成29年９月20日 短期入所療養介
護

4570200156 豊望園デイサービ
スホーム

宮崎県都城市下長
飯町1640

社会福祉法人豊の
里

宮崎県都城市栄町
22号５番地１

平成29年９月30日 訪問入浴介護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 622号
　介護保険法（平成９年法律第 123号）第82条第２項の規定により
、指定居宅介護支援事業の廃止について次のとおり届出があった。
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

介 護 保
険 事 業
所 番 号

指 定 居 宅 介 護 支 援
事 業 所

指 定 居 宅 介 護 支 援
事 業 者 廃　止

年月日

サービスの
種 類

名　　　称 所　在　地 名　　　称 主たる事務
所の所在地

4570203705 居宅介護支援事業
所　彩

宮崎県都城市野々
美谷町3505番地３

合同会社円卓 宮崎県都城市野々
美谷町3505番地３

平成29年９月22日 居宅介護支援

4570203325 ミューズの星高崎
　居宅介護支援事
業所

宮崎県都城市高崎
町大牟田6486番地

社会福祉法人報謝
会

宮崎県西諸県郡高
原町蒲牟田7348番
地２

平成29年９月30日 居宅介護支援

4570600967 ケアプランセンタ
ーきずな

宮崎県日向市財光
寺5317番地３

株式会社きずな 宮崎県日向市財光
寺5317番地３

平成29年９月30日 居宅介護支援

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 623号
　健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）附則
第 130条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされ
た同法第26条の規定による改正前の介護保険法（平成９年法律第 1
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23号）第 113条の規定により、次の指定介護療養型医療施設は、そ
の指定を辞退した。
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

介 護 保
険 事 業
所 番 号

指定介護療養型医療施設 開 設 者 辞　退

年月日

サービスの
種 類

名　　　称 所　在　地 名　　　称 主たる事務
所の所在地

4511910541 八代医院 宮崎県東諸県郡国
富町八代南俣2054
番地

医療法人社団慶人
会

宮崎県東諸県郡国
富町八代南俣2054

平成29年９月20日 介護療養型医療
施設

介 護 保
険 事 業
所 番 号

指 定 介 護 予 防
サ ー ビ ス 事 業 所

指 定 介 護 予 防
サ ー ビ ス 事 業 者 廃　止

年月日

サービスの
種 類

名　　　称 所　在　地 名　　　称 主たる事務
所の所在地

4570601304 デイサービス陽春 宮崎県日向市梶木
町１丁目５番地２

合同会社プラスワ
ン

宮崎県日向市北町
３番25号

平成29年９月16日 介護予防通所介
護

4511910541 八代医院 宮崎県東諸県郡国
富町八代南俣2054
番地

医療法人社団慶人
会

宮崎県東諸県郡国
富町八代南俣2054
番地

平成29年９月20日 介護予防短期入
所療養介護

4571700915 うぇりんぐデイサ
ービスココ

宮崎県北諸県郡三
股町樺山1153番地
４

特定非営利活動法
人うぇりんぐケア
センター宮崎

宮崎県北諸県郡三
股町樺山1321番地
２

平成29年９月30日 介護予防通所介
護

市町村名 地 区 名
土砂災害警戒区域
の 渓 流 番 号 又 は
箇 所 番 号

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

延 岡 市 左松山谷川 10－ 203－２－ 045 土 石 流

平 田 第 １ Ⅰ－１－1529 急傾斜地の崩壊

平田第１－
新①

Ⅰ－１－1529－新① 急傾斜地の崩壊

平 田 第 ３ Ⅰ－１－2161 急傾斜地の崩壊

平 田 第 ４ Ⅰ－１－3666 急傾斜地の崩壊

平 田 第 ５ Ⅱ－１－7358 急傾斜地の崩壊

平 田 第 ６ Ⅱ－１－7359 急傾斜地の崩壊

平 田 第 ７ Ⅱ－１－7419 急傾斜地の崩壊

平 田 第 ９ Ⅱ－１－7421 急傾斜地の崩壊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 624号
　介護保険法（平成９年法律第 123号）第 115条の５第２項の規定
により、指定介護予防サービス事業の廃止について次のとおり届出
があった。
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 625号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規定により、次のとおり
土砂災害警戒区域を指定する。
　なお、土砂災害警戒区域の表示については、次の図のとおりとす
る。
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及
び延岡土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 626号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律（平成12年法律第57号）第９条第１項の規定により、次のとおり
土砂災害特別警戒区域を指定する。
　なお、土砂災害特別警戒区域の表示及び建築物の構造の規制に必
要な衝撃に関する事項については、次の図のとおりとする。
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
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市町村名 地 区 名
土砂災害特別警戒
区 域 の 渓 流 番 号
又 は 箇 所 番 号

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

延 岡 市 左松山谷川 10－ 203－２－ 045 土 石 流

平 田 第 １ Ⅰ－１－1529 急傾斜地の崩壊

平田第１－
新①

Ⅰ－１－1529－新① 急傾斜地の崩壊

平 田 第 ３ Ⅰ－１－2161 急傾斜地の崩壊

平 田 第 ４ Ⅰ－１－3666 急傾斜地の崩壊

平 田 第 ５ Ⅱ－１－7358 急傾斜地の崩壊

平 田 第 ６ Ⅱ－１－7359 急傾斜地の崩壊

平 田 第 ７ Ⅱ－１－7419 急傾斜地の崩壊

平 田 第 ９ Ⅱ－１－7421 急傾斜地の崩壊

　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及
び延岡土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）

公　　　　　告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という
。）第８条第１項の規定により、宮崎市から意見を聴取したので、
当該意見を記載した書面を次のとおり縦覧に供する。
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　大規模小売店舗の名称及び所在地
　　（仮称）ダイレックス新大塚店
　　宮崎市大塚町迫田 266番１　外
２　意見の対象となった届出、届出事項及び届出年月日
　　法第６条第１項の規定による届出
　　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法
　人にあっては代表者の氏名の変更
　　平成29年５月25日
３　意見の概要
　　意見なし
４　意見を記載した書面の縦覧場所及び期間
　⑴　場所
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課
　　、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城
　　県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務
　　事務所総務商工センター
　⑵　期間
　　　平成29年11月９日から平成29年12月11日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という
。）第８条第１項の規定により、都城市から意見を聴取したので、

当該意見を記載した書面を次のとおり縦覧に供する。
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　大規模小売店舗の名称及び所在地
　⑴　ドラッグコスモス沖水店
　　　都城市太郎坊町1890番　外
　⑵　ドラッグコスモス蓑原店
　　　都城市蓑原町8555　外６筆
２　意見の対象となった届出、届出事項及び届出年月日
　　法第６条第１項の規定による届出
　　大規模小売店舗の名称の変更及び大規模小売店舗を設置する者
　の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名の変
　更
　　平成29年８月21日
３　意見の概要
　　意見なし
４　意見を記載した書面の縦覧場所及び期間
　⑴　場所
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課
　　、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城
　　県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務
　　事務所総務商工センター
　⑵　期間
　　　平成29年11月９日から平成29年12月11日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という
。）第８条第１項の規定により、都城市から意見を聴取したので、
当該意見を記載した書面を次のとおり縦覧に供する。
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　大規模小売店舗の名称及び所在地
　　ドラッグコスモス郡元店
　　都城市郡元町 209番地　外
２　意見の対象となった届出、届出事項及び届出年月日
　　法第６条第１項の規定による届出
　　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法
　人にあっては代表者の氏名の変更
　　平成29年８月21日
３　意見の概要
　　意見なし
４　意見を記載した書面の縦覧場所及び期間
　⑴　場所
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課
　　、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城
　　県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務
　　事務所総務商工センター
　⑵　期間
　　　平成29年11月９日から平成29年12月11日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　国土調査法（昭和26年法律第 180号）第19条第２項の規定により
、次のとおり地籍調査に係る地図及び簿冊を認証した。　
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　地籍調査を行った者の名称
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　　小林市
２　地籍調査を行った期間
　　平成24年６月１日から平成25年12月25日
３　地籍調査を行った地域
　　小林市北西方の一部
４　認証年月日
　　平成29年10月31日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　国土調査法（昭和26年法律第 180号）第19条第２項の規定により
、次のとおり地籍調査に係る地図及び簿冊を認証した。　
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　地籍調査を行った者の名称
　　小林市
２　地籍調査を行った期間
　　平成24年６月１日から平成26年12月19日
３　地籍調査を行った地域
　　小林市北西方の一部
４　認証年月日
　　平成29年10月31日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　国土調査法（昭和26年法律第 180号）第19条第２項の規定により
、次のとおり地籍調査に係る地図及び簿冊を認証した。　
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　地籍調査を行った者の名称
　　小林市
２　地籍調査を行った期間
　　平成25年６月１日から平成28年２月12日
３　地籍調査を行った地域
　　小林市北西方の一部
４　認証年月日
　　平成29年10月31日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　国土調査法（昭和26年法律第 180号）第19条第２項の規定により
、次のとおり地籍調査に係る地図及び簿冊を認証した。　
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　地籍調査を行った者の名称
　　延岡市
２　地籍調査を行った期間
　　平成25年７月１日から平成27年３月12日
３　地籍調査を行った地域
　　延岡市北浦町三川内の一部
４　認証年月日
　　平成29年10月31日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　国土調査法（昭和26年法律第 180号）第19条第２項の規定により
、次のとおり地籍調査に係る地図及び簿冊を認証した。　
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　地籍調査を行った者の名称
　　小林市
２　地籍調査を行った期間

　　平成27年６月１日から平成29年２月10日
３　地籍調査を行った地域
　　小林市北西方の一部
４　認証年月日
　　平成29年10月31日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　国土調査法（昭和26年法律第 180号）第19条第２項の規定により
、次のとおり地籍調査に係る地図及び簿冊を認証した。　
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　地籍調査を行った者の名称
　　小林市
２　地籍調査を行った期間
　　平成27年７月１日から平成29年２月８日
３　地籍調査を行った地域
　　小林市真方の一部
４　認証年月日
　　平成29年10月31日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　測量法（昭和24年法律第 188号）第14条第２項の規定により、宮
崎県公報第2888号により公告した基本測量（空中写真撮影・オルソ
作成）が平成29年９月26日終了した旨、国土交通省国土地理院長か
ら通知があった。
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　測量法（昭和24年法律第 188号）第39条において準用する同法第
14条第１項の規定により、公共測量の実施について、宮崎地方法務
局長から次のとおり通知があった。
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　作業の種類
　　公共測量（不動産登記法第14条第１項地図作成作業における基
　準点設置）
２　作業地域
　　宮崎市柳丸町、下原町、青葉町、吉村町及び権現町の各一部
３　作業期間
　　平成29年11月７日から平成30年２月28日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　測量法（昭和24年法律第 188号）第39条において準用する同法第
14条第２項の規定により、宮崎県公報第2757号により公告した公共
測量（不動産登記法第14条地図作成に伴う基準点測量）が平成29年
２月28日終了した旨、宮崎地方法務局長から通知があった。
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　測量法（昭和24年法律第 188号）第39条において準用する同法第
14条第２項の規定により、宮崎県公報第2847号により公告した公共
測量（不動産登記法第14条地図作成に伴う基準点測量）が平成29年
２月28日終了した旨、宮崎地方法務局長から通知があった。
　　平成29年11月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
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